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○堺市の人口はR7現在、約80万6千人で近年減
少傾向にある。

○世帯数はR6現在、約37万4千世帯で増加傾向
が続いている。
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○年齢3区分別人口は、R7で0-14歳が9.2万人
（11.4%）、15-64歳が48.9万人（60.3%）、
65歳以上が22.9万人（28.3%）である。

（住民基本台帳人口（外国人含む））
※各年9月末現在

（堺市統計書）
※各年1月1日（R7を除く国勢調査年は10月1日）現在の推計人口・世帯数
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○区別人口は、近年各区ともに減少傾向にある。
H17を100としたときの南区、美原区のR7人口は
市平均値の96.7より低い。

（いずれも国勢調査）
※R7は10月1日推計人口・世帯数（堺市）

○区別世帯数は、南区を除く各区で増加傾向であ
る。南区ではH22以降減少傾向であり、H17を
100としたときのR7世帯数は99.7である。
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○世帯規模は小規模化が進行し、1人世帯及び2
人世帯の割合は増加傾向であるが、3人以上世
帯割合は減少傾向にある。
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（いずれも国勢調査）

家族類型の推移

夫婦のみ世帯 夫婦と子供世帯

ひとり親と子供世帯 その他の親族世帯

非親族世帯 単独世帯

○家族類型は単独世帯の増加が顕著であり、R2で
37.0％である。

○「夫婦と子供世帯」では減少傾向が続いている。
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○住宅総数はR5で427,800戸で、前回調査時
（H30）より増加した。世帯数はR5において
373,900世帯で、1世帯当たり住宅数は1.14で
わずかに減少傾向である。

持ち家

60.1%
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5.9%
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4.4%

民営借家

22.8%

給与住宅

1.8%

不詳

5.0%

所有関係別住宅数割合（R5・堺市）

借家

34.9%

○所有関係別の住宅数は、持ち家が約60% 、借
家が約35%の割合となっている（不詳除く）。
 また、借家のうち民営借家が多くを占めている。

（いずれも住宅・土地統計調査）



6

○新設着工住宅数は、R6が6,623戸で、近年は
増加傾向で推移している。

○直近５か年（R2～6年度）の住宅着工戸数は、
堺区が7,456戸最も多く、次いで北区4,956戸、
西区4,140戸で多くなっている。
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○公的賃貸住宅ストックは、R7年4月現在で約6万
戸。内訳は府営住宅が約2万6千戸で最も多く、
次いでUR住宅が約1万7千戸余りである。

○市営住宅は堺区で3,446戸と最も多く、次いで西
区、中区、北区の順である。

○府営住宅は南区で13,552戸で最も多く、次いで
北区、中区の順である。
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○マンションストック数は増加で推移しており、R7年
12月末現在で約6万戸である。

（いずれも令和7年12月末現在）

（いずれも「堺市マンション実態調査」をもとに作成）

○区別におけるマンションストック数（戸数割合）で
は、北区が26.8％で最も多く、次いで堺区25.5%、
南区22.8%である。
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①管理組合の有無

○堺市内のマンション管理実態把握のための調査を実施（R3年度調査、R4～5補完調査）
○管理組合等に対して管理状況アンケート調査を実施。573 件中 522 件の回答を集約（回答率91.1％）

○管理組合があるマンショ
ンは全体の97.5％で、
無のマンションは2.5％
となっている。
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②管理規約の有無

○管理規約があるマンショ
ンは全体の98.3％で、
無のマンションは1.7％
となっている。

③修繕積立金の有無

○修繕積立金は全体の
2.5％のマンションで無
となっている。

○修繕積立金のないマ
ンションは、ほとんどが
1980年以前建築の
マンションとなっている。
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⑤長期修繕計画の有無

○長期修繕計画の有無については、全体の88.1％が有、
11.9％で無となっている。

○建築年別では、長期修繕計画のないマンションの割合は
特に1980年以前建築のマンションで高く、それ以降1990
年以前建築のマンションでも17.7％となっている。
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93.4%

6.6%

全体 （n=377）
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無

④管理費と修繕積立金の会計区分の有無

○全体の93.4％で管理費と修繕積立金の会計区分が
有となっており、無は6.6％となっている。

○建築年別では、1980年以前建築のマンションで会計
区分のないマンションの割合が高くなっている。
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○若年世帯のうち、単身世帯や夫婦のみ世帯では
7割前後が民営の借家に住んでいる。

○夫婦と子供世帯では、約60%が持ち家、3割強
が民営の借家に住んでいる。
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（いずれも令和5年住宅・土地統計調査）

高齢者世帯の所有関係別構成割合（R5・堺市）

持ち家 公営の借家

UR・公社の借家 民営借家

給与住宅

○高齢単身（65歳以上）世帯では、6割強が持
ち家に住み、4割弱が借家に住んでいる。

○高齢夫婦世帯（どちらか一方のみが65歳以上の
世帯を含む）では、8割弱の世帯が持ち家に住ん
でいる。

※若年世帯：生計を支える者の年齢が39歳以下を集計
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(1,900)

（令和5年住宅・土地統計調査）
※データラベルは0.1％以上を表示

若年世帯の所有関係別構成比（R5・堺市）

持ち家 公営の借家 UR・公社の借家

民営の借家 給与住宅
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誘導居住面積水準以上の世帯率

（R5・全国及び政令市）

○誘導居住面積水準以上の世帯率は54.4%
（R5）であり、H25以降上昇傾向にある。

○最低居住面積水準未満の世帯率は、5.5%
（R5）であり、前回調査（H30）より減少した。
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R5

（各年住宅・土地統計調査）

居住面積水準の推移（堺市）

誘導居住面積水準以上

最低居住面積水準以上、誘導居住面積水準未満

最低居住面積水準未満

不詳

（令和5年住宅・土地統計調査）

○全国及び政令市との比較では、全国平均（58.0%）
よりは低く、政令市平均（52.1%）よりは高い水
準である。
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誘導居住面積水準以上世帯率（都市居住型・一般型）

の推移（堺市）

都市居住型水準以上

一般型水準以上

誘導居住水準以上（全体）

世帯人員
（例）

住戸専用面積

最低居住面積水準
誘導居住面積水準

一般型 都市居住型

1人 25 55 40

2人 30【30】 75【75】 55【55】

3人 40【35】 100【87.5】 75【65】

4人 50【45】 125【112.5】 95【85】

（参考）居住面積水準（単位：㎡）   
住生活基本計画（全国計画）R3～12より

◆誘導居住面積水準：世帯人数に応じて、豊かな住生活の実現の前提として多様

なライフスタイルに対応するために必要と考えられる住宅の面積に関する水準

（１）一般型誘導居住面積水準 ：都市の郊外及び都市部以外の一般地域における

戸建住宅居住を想定した居住面積水準

（２）都市居住型誘導居住面積水準 ：都市の中心及びその周辺における共同住宅

居住を想定した居住面積水準

・単身世帯： （一般型） 55㎡

 （都市居住型） 40㎡

・２人以上世帯の計算式：（一般型）25㎡×世帯人数+25㎡

（都市居住型）20㎡×世帯人数+15㎡

◆最低居住面積水準：世帯人数に応じて、健康で文化的な住生活を営む基礎とし

て必要不可欠な住宅の面積に関する水準

・２人以上の世帯の計算式：10㎡×世帯人数＋10㎡

注1：子どもに係る世帯人数の換算：3歳未満0.25人、3歳以上6歳未満0.5人、6歳以

上10歳未満0.75人

（ただし、算出後2人未満となる場合は2人）

注2：世帯人数が4人を超える場合の面積（注1の適用がある場合は適用後）：上記面

積から5％を控除

【 】内は3～5歳児が1名いる場合

○R5の都市居住型誘導居住面積水準以上の世帯
率は48.8%、一般型誘導居住面積水準以上の
世帯率は65.9％でいずれも上昇傾向にある。

○一般型に比べ都市居住型の誘導居住面積水準
の割合が低い。

（各年住宅・土地統計調査）



二次的住宅

400

0.7%

一戸建

(木造)

600

1.1%

一戸建

(非木造)

0

0.0%

長屋建

（木造）

1,100

2.0%

長屋建

（非木造）

200

0.4%

共同住宅

（木造）

3,500

6.3%

共同住宅

（非木造）

25,200

45.7%

売却用の空き家

2,100

3.8%

一戸建

(木造)

8,100

14.7%

一戸建

(非木造)

1,200

2.2%

長屋建

（木造）

1,600

2.9%

長屋建

（非木造）

100

0.2%

共同住宅

（木造）

1,100

2.0%

共同住宅

（非木造）

10,000

18.1%

賃貸用の

空き家

30,500
55.3%

その他

の空き家

22,200
40.2%

総数

55,200戸

①空き家数の推移

○本市のR5の住宅総数は427,800戸で前回調
査（H30）より増加した。

○R5の空き家数は55,200戸で増加傾向である
が、住宅総数に占める割合（空き家率）はR5
で12.9％で、H30から0.7ポイント低下した。

○賃貸用が55.3%でそのうち共同住宅（非木
造）が大半を占める。また「その他の空き家」が
40.2%で共同住宅（非木造）及び一戸建
（木造）が多くを占める。
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➁種類別・建て方別の状況

299,330
327,560

349,190

386,650 406,300 404,400 
427,800 

27,450 37,700 48,370
51,900 53,800 54,800 55,200 

9.2%

11.5%

13.9%
13.4% 13.2% 13.6%

12.9%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

H5 H10 H15 H20 H25 H30 R5

（戸）

（住宅・土地統計調査）

住宅総数、空き家数、空き家率の推移

住宅総数 空き家数 空き家率

（令和5年住宅・土地統計調査）

※空き家の種類別の区分のうち、平成30年調査まで使用されていた「その他の空き家」は、令和5年
調査では「賃貸・売却用又は二次的住宅を除く空き家」に変更されたが、本資料では令和5年デー
タについても「その他の空き家」を使用している。



○種類別空き家数では、「その他の空き家（賃貸・
売却用又は二次的住宅を除く空き家）」がH30
からR5で4,600戸増加した。また賃貸用の空き家
では、H30からR5で3,900戸の減少となった。
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③種類別空き家数の推移 ④空き家の種類別の割合

11,760 14,600 18,700 17,600 22,200

32,820
33,300

31,890 34,400 
30,500

9.2%

11.5%

13.9% 13.4% 13.2% 13.6%
12.9%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

H5 H10 H15 H20 H25 H30 R5

（戸）
空き家数（種類別）の推移（堺市）

その他の空き家 賃貸用の空き家 売却用の空き家

二次的住宅 空き家率

二次的住宅

400戸

0.7%

賃貸用の空き家

30,500戸

55.3%

売却用の空き家

2,100戸

3.8%

その他の空き家

22,200戸

40.2%

種類別戸数割合（R5・堺市）

○R5では「賃貸用の空き家」が55.3%と最も
多く、次いで「その他の空き家」が40.2%とな
り、双方で95.5％を占めている。

（住宅・土地統計調査） （令和5年住宅・土地統計調査）



⑥腐朽・破損の有無別空き家数割合

○空き家数全体の77.5%が「腐朽・破損なし」、
22.5%が「腐朽・破損あり」である。

○種類別の腐朽・破損ありの割合は、「賃貸用の
空き家」が21.6%、「その他の空き家」が
24.8%。
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⑤建て方別・種類別空き家数割合

○一戸建では「その他の空き家」が83.8%を占
めている。

○長屋建では「その他の空き家」が54.8%、「賃
貸用の空き家」が41.9%である。

○共同住宅では、約7割が「賃貸用」、約3割が
「その他の空き家」である。

22.5

0.0

21.6

14.3

24.8

77.5

100.0

78.4

85.7

75.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総 数

二次的住宅

賃貸用の空き家

売却用の空き家

その他の空き家

種類別 腐朽・破損の有無別の割合

（R5・堺市）

腐朽・破損あり 腐朽・破損なし

40.2

83.8

54.8

27.1

55.3

5.4

41.9

70.2

3.8

9.9

3.2

2.2

0.7

1.8

0.0

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

総数(55,200)

一戸建(11,100)

長屋建(3,100)

共同住宅

(40,900)

建て方別種類別の割合（R5・堺市）

その他の空き家 賃貸用の空き家

売却用の空き家 二次的住宅

（いずれも令和5年住宅・土地統計調査）

＜住宅・土地統計調査（総務省） 用語の解説 より＞
腐朽・破損の有無
 ・住宅の主要な構造部分（壁・柱・床・はり・屋根等）やその他の部分の腐朽・破損の有無
について、次のとおり区分した。

○腐朽・破損あり：建物の主要部分やその他の部分に不具合があるもの。例えば、外壁が
ところどころ落ちていたり、壁や基礎の一部にひびが入っていたり、かわらが一部はず
れているものや、雨どいが破損してひさしの一部が取れている場合など。

○腐朽・破損なし：建物の主要部分やその他の部分に損傷がないもの



⑦区別住宅総数・空き家数・空き家率

○住宅総数は堺区が最も多く次いで北区であり、
空き家数も堺区が最も多く15,260戸、次いで
北区で11,010戸である。

○空き家率は堺区が最も高く16.7%、次いで南
区が14.2%である。

○H30からR5で空き家率が低下したのは、堺区、
東区、西区、北区で、上昇したのは中区、南区、
美原区である。

○堺区、南区、北区、美原区では「その他の空き
家」数の増加がみられる。
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⑧区別種類別空き家数・空き家率の推移

91,500

57,110

42,540

66,610 68,230

85,180

16,590
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5,480 4,810
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堺区 中区 東区 西区 南区 北区 美原区

（戸）

（令和5年住宅・土地統計調査）

住宅総数・空き家数（R5・堺市区別）

住宅総数 空き家数 空き家率

18.2%

16.7%

9.2%

9.6%

12.9%

11.3%

13.7%

11.3%
12.6%

14.2%
13.6%

12.9%

8.2%

8.4%

0%

2%

4%

6%

8%

10%

12%

14%

16%

18%

20%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

（戸）

（各年住宅・土地統計調査）

種類別空き家数・空き家率（H30・R5 堺市区別)

その他の空き家 売却用の空き家 賃貸用の空き家

二次的住宅 空き家率



○住宅及び住宅を取り巻く居住環境に対する総合的な満足度（「満足」と「まあ満足」の合計）は上昇傾向がつづいて
おり、R5調査では80.6％である。

○満足度はH30から0.5ポイントの増加となり、緩やかに上昇している。

19.6

21.2

16.5

17.3

8.6

7.6

9.5

7.4

61.0

59.0

60.2

51.3

54.1

46.1

46.5

43.5

17.0

16.9

20.8

28.0

27.4

34.0

34.2

43.1

1.4

2.5

0.9

3.4

4.1

6.3

9.4

5.6

1.0

0.3

1.7

0.0

5.8

6.0

0.4

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R5

H30

H25

H20

H15

H10

H5

S63

住宅・居住環境の総合満足度（堺市）

満足 まあ満足 多少不満 非常に不満 不詳

（住生活総合調査（国土交通省） をもとに堺市集計）

満足 計 不満 計

80.6 18.4 

80.2 19.5 

76.7 21.7 

68.6 31.4 

62.7 31.5 

53.7 40.3 

56.0 43.6 

50.9 48.7 
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17.9

29.3

15.0

12.3
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19.4

8.5
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46.9
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43.9
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54.4

47.0
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49.5

51.5

43.3

43.6

41.4

39.9

18.2

19.6

19.5

18.3

18.3

17.3

22.6

22.7

21.8

23.8

25.7

19.8

24.9

28.7

29.8

30.3

36.1

39.6

36.4

3.6

2.3

3.7

5.0

5.4

3.2

2.5

3.6

6.2

4.2

3.4

5.1

5.1

6.8

7.0

8.7

4.9

7.4

9.0

4.1

4.4

3.7

3.9

4.4

8.6

4.8

4.4

3.7

4.6

4.3

9.2

5.2

4.1

3.7

5.0

4.1

4.8

11.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

水害・津波・土砂災害の受けにくさ

公園や緑、水辺などの自然環境

日常の買物などの利便

治安

親・子・親せきとの距離

子育て・教育環境の充実度

まちなみ・景観

敷地の広さや、日当たり・風通しなど

を確保できる空間のゆとり

近隣の人やコミュニティとの関わり

騒音・大気汚染の少なさ

医療・福祉･介護施設の利便

通勤・通学の利便

【居住環境に対する総合評価】

災害時の避難のしやすさ

道路の歩行時の安全性

周辺からの延焼のしにくさ

文化施設の利便

敷地やまわりのバリアフリー化の状況

近隣のシェアオフィスなど自宅や

職場以外で仕事のできる環境

居住環境に対する評価（R5・堺市）

満足 まあ満足 多少不満 非常に不満 不詳

（いずれも令和5年住生活総合調査（国土交通省）をもとに堺市集計）
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34.5

34.8

34.5

34.0

32.4

35.0

33.8

36.3

0.9

3.1

2.6

1.8

2.3

3.5

6.2

8.9

3.9

5.0

6.9

3.1

3.7

5.1

6.3

7.7

6.2

7.8

9.9

4.0

4.4

4.6

11.0

3.7

4.3

3.7

3.9

3.7

4.6

4.5

3.9

4.2

4.5

3.9

4.6

4.5

4.5

4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

広さや間取り

居間など主たる居住室の採光

プライバシー確保

子どもへの配慮

換気のよさ

維持管理のしやすさ

水回りの広さ、使い勝手

上下階や隣戸・隣室からの

騒音などに対する遮音性

外部からの騒音などに対する遮音性

【住宅に対する総合評価】

台風や水害に対する安全性

収納の多さ、使い勝手

防犯性

火災に対する安全性

いたみの少なさ

断熱性

エネルギー消費性能

地震に対する安全性

高齢者への配慮

住宅に対する評価（R5・堺市）

満足 まあ満足 多少不満 非常に不満 不詳

○住宅に対する要素別の評価は、「広さや間取り」、
「居間など主たる居住室の採光」といった要素で満
足度（「満足」と「まあ満足」の合計）が高い。

○居住環境の対する要素別の評価は、「水害・津
波・土砂災害の受けにくさ」、「公園や緑、水辺など
の自然環境」、「日常の買物などの利便」、「治安」
などが比較的高い。
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59.6%

39.4%

33.3%

23.9%

21.1%

20.2%

18.7%

18.4%

18.1%

17.7%

17.6%

15.8%

15.6%

15.0%

11.6%

0% 20% 40% 60% 80%

治安

通勤・通学の利便

日常の買物などの利便

地震に対する安全性

広さや間取り

子育て・教育環境の充実度

防犯性

道路の歩行時の安全性

医療・福祉･介護施設の利便

プライバシー確保

騒音・大気汚染の少なさ

水害・津波・土砂災害の受けにくさ

台風や水害に対する安全性

災害時の避難のしやすさ

公園や緑、水辺などの自然環境

住宅・居住環境について重要と考える要素（R5・堺市）

（18歳未満の子どものいる世帯）

○住宅及び居住環境において重要と考える要素は、
「日常の買物などの利便」が最も多く、次いで「治
安」、「地震に対する安全性」である。
（※重要と考える要素：最も重要と思う要素、次いで重要と思う要素4つまで）

39.8%

34.5%

26.9%

24.5%

20.3%

19.7%

18.8%

18.5%

18.5%

14.1%

13.8%

13.7%

12.4%

11.0%

10.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

日常の買物などの利便

治安

地震に対する安全性

医療･福祉･介護施設の利便

広さや間取り

防犯性

通勤･通学の利便

騒音･大気汚染の少なさ

台風や水害に対する安全性

収納の多さ､使い勝手

水害・津波・土砂災害の受けにくさ

災害時の避難のしやすさ

維持管理のしやすさ

道路の歩行時の安全性

敷地の広さや、日当たり・風通しなどを確保できる

空間のゆとり

住宅・居住環境について重要と考える要素（R5・堺市）

（全世帯）

敷地の広さや、日当たり・風通しなど
を確保できる空間のゆとり

（いずれも住生活総合調査（国土交通省） をもとに堺市集計）

○子育て世帯が住宅及び居住環境において重要と
考える要素は、「治安」が最も多く、次いで「通勤・
通学の利便」、「日常の買物などの利便」である。
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